
く月例講演会報告〉一一

国土庁・西暦2000年プロジェクト

第46凶月例講演会は炎題プロジェクトを実際に担当し 質問項目の選定，第 2 181 bl はアンケート各項目への記入，

ている国土庁の計画調整局計画課の春田尚徳氏(正会員) 第 3 [凶目は第 2 回目の回答集計を紹介したうえでのアン

を講師に迎え， 36名の会員が参加して，昨年 11 月 21 日に ケート再記入にあてられた

-*京で開かれた. 第 11ロI~ の調杢で決められたアンケート項目は表 1 の

講演では，国土liユがこのプロジェクトを発足させたい とおりである.

きさっと，プロジェクトの最初の成果といえるデルブァ 2 凶にわたるアンケートは各調査項目について，凶

イ法による調査結果の説明が行なわれた併1985年まで， 2000年まで，および21世紀初頭の 3 つの

デルアァイ法による調査は， 500 名の昭和生まれの大 時点での各It:t l答者の予想を記入する形式がとられてい

学教職員を対象に，調査は 3 回にわたり，第 1 回目はノ る.

表 1 アンケー卜項目 (35問)
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21世紀の社会は，世界的な人口増に伴う食糧不足，人

間と文明のギャップ，エネノレギー・資源問題，政治闘争

などによってやや不安なものとなろう.

1976 年 3 月号

回答結果は各調査項目ごとに 3 つの時点、について第

l 固と第 2 回のアンケートを比較する 1 枚の図にまとノ

一一一一ー第 1 回目
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一ー 第 2 回目
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(ロ) 1986年 -2000年頃
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図 2 I経済成長j

日本の経済成長率(実質)は， 1985年までは第 llfll調査

では 5%から 8%まで意見がわかれていたが最終的には

年平均 5%強，その後2000年まで 5%弱で推移するが，

21世紀については 3%と 5%とに見方が大きくわかれる
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図 3 全国人口の推移

められている.図 1 ，図 2 はこの例である.凶 l の[社会

不安j では 2 回目のアンケートが i 回目に比較し収益在

している.図 2 の I経済成長I では， 21世紀初頭の実質

経済成長率が第 1 回，第 2 同とも 2 つに割れている.

この調査を行なうにあたっては前もって図 3 の歴史的

な全国人口の推移を回答者に紹介しており予想をする際

の l つのベースを提供している.このほか大学教職員の

専門分野日Ijの回答率，し、し、かえれば専門分野ごとのアン

(干万人)
15 

10 

168 

1第 1 回|第 2 図l最終回
領 域 |回答者|回答者1回答率

|人|人%
教育 I 16 I 13 I 46.4 

医学.保健体育 6 I 5 i 48.5 , 

社会保障.社会福祉 3 ! 3 58.3 

流通交通交通経済 ! 4| 4i543i 

コミュニケーシヨン 7 I 6 i 38.8 ! 

経済学.金融.財政.人 I~ . 32 i 28 I 34.6 
産業論他

19 I 行政学.政治学.法学 I 4 3 I 9.6. 

20 I 国際関係.貿易.経済協力 I 8 3 i 14.5 i 

;;γ一二:二[
建

一叫(生活ーズ 5 4 134 
i アナリス等

l 合計 1280121914381

ケートに対する関心度も報告された.

参加者からは「なぜ大学教職員を対象にしたかJ ， r年

代をもっと広くとるべきではないかJ など積極的な発音

が行なわれ，大学教職員以外についても調査が行なわれ

ていることが報告された.

調査結果のコピーは，コピー代郵送料とも 1 ， 000 円を

そえて学会事務局宛送付されれば配布される.

(担当幹事武田俊男)
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